
単位：千円

１．令和２年度地方消費税交付金収入額 総額 一般財源分 社会保障財源分

6,984,288 3,374,839 3,609,449 ①

２．社会保障４経費その他社会保障施策に要した経費
（単位：千円）

一般財源

国・県支出金 その他
＜地方消費税（交付
金）引上げ分充当＞

社会福祉
36,405,577 36,002,387 1,730 401,460

障害者福祉
12,442,418 8,798,280 77,154 3,566,984

高齢者福祉
997,914 84,513 44,280 869,121

児童福祉
18,038,641 10,269,849 873,515 6,895,277

母子福祉
1,950,793 1,087,939 10 862,844

生活保護
12,448,815 9,130,456 102,186 3,216,173

小計
82,284,158 65,373,424 1,098,875 15,811,859

介護保険
4,680,019 325,962 10,000 4,344,057

国民健康保険
1,980,406 1,480,286 0 500,120

後期高齢者医療
4,701,051 636,203 0 4,064,848

小計
11,361,476 2,442,451 10,000 8,909,025

医療
434,691 80,412 98,830 255,449

病院
152,074 9,053 0 143,021

疾病予防対策
3,198,509 1,021,844 87,788 2,088,877

小計
3,785,274 1,111,309 186,618 2,487,347

97,430,908 68,927,184 1,295,493 27,208,231 ②

引上げ分の地方消費税交付金が充てられた社会保障４経費その他社会保障施策に要した経費

　消費税率の引上げは、今後も増加が見込まれる「社会保障４経費その他社会保障施策」の財源とする
ためのものです。地方消費税交付金のうち、消費税率の引上げに係る収入については、以下の経費に充
当しました。
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(注)
　「社会福祉」とは、「生計の困難な者や心身に障害のある者に対して必要な援助を行う等国民の生存
権を確保することによって、国民生活の内容を豊かならしめること」を意味し、具体的には、生活保
護・児童福祉・母子福祉・高齢者福祉・障害者福祉（身体障害者福祉・知的障害者福祉・精神障害者福
祉）などです。

　「社会保険」とは、「保険的方法によって社会保障を行う制度の総称」ですが、法令に基づき実施さ
れる「強制保険」的な制度を意味し、具体的には、国民健康保険・介護保険・年金などです。

　「保健衛生」とは、「国民の健康を保つための施策」を意味し、具体的には、医療に係る施策・感染
症その他の疾病の予防対策・健康増進対策などです。

　対象経費の一般財源総額②27,208,231千円のうち、消費税率引上げ分①3,609,449千円を充当しま
した。（対象経費には、事務職員人件費等充てられない経費を除いています。）


